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修士論文題目 在宅における摂食・噴下障害者をも・つ家族の家族機能に関する研究
I.研究目的
要介護者が摂食・嚇下障害を伴うことは家族機能を低下させるかどうかを明らかにする。
j i ^^^F^i^F頭方[習
(1)摂食・嚇下障害の有無と家族機能に関する調査
粒賀県下2施設の訪問看護ステーションにおいて要介再度2以上の者178名に対して摂食・嚇下障害の
有無に関する調査を実施した。この調査から、摂食・嚇下障害者をもつ家族(以下摂食・噴下障害者群とす
る)33家族と、性別、年齢(75歳未満,75歳以上)、要介護度(2及び3,4及び5)を1対1のマッチングをさ
せた摂食・癖下障害者を持たない家族(以下対照群と記す)33家族を抽出し、主介護者からみた家族機
能、要介護者の日常生活動作能力(ADL)、経度的酸素飽和度(SPO.)を測定した。家族機能は問題解
放、意思疎通、役割、情緒的反応、情緒的関心、行動統制、全般的機能の計7下位尺度60項EIである。
(2).摂食・嚇下障害者をもつ家族に対する家族教育の効果
(1)の調査から、摂食・嚇下障害者を抽出し、インフォ・ムドコンセントを得られた家族を無作為に教育群14家
族、対照群13家族に振り分けた。撃育群には摂食・癖下リハビリテーションを目的とした家族教育を4ケ月
間実施し、教育前後で家族機能、要介護者の摂食.嚇下機能症状、 ADL、 SPO,を比較検討した。
班.結果
(1)摂食・嚇下障害の有無と家族機能に関する調査
摂食.嚇下障害者群は対照群に比べて、 SPO,、窒息の経験,食事時間、昔話機能の程度、デイケア、受
静回数が有意差がみられたd摂食・噴下障害者群の家族機能のうち、問題解放機能および全般的機能は
対照群に比べて有意に悪かった(pく0.05)。この結果から重回帰分析(ステップワイズ法)を用いて各家族機
能に影響する要因を検討したところ、問題解決機能および全般的機能ともに、摂食・嚇下障害の有無に有
意に正の相関関係があり、主介護者の通院の有無に有意に負の相関関係があった。
(2)摂食・嚇下障害者をもつ家族に対する家族教育の効果
家族教育の効果を共分散`分析にて検定した結果、教育群の間薗解決機能は観察群に比べて有意に改
葬した(p=0.002),教育群の意思疎通機能も対象群に比べて有意に改葬した(p=0.035)。教育群の役割機
能は観察群に比べて有意に改善した(p=0.013)。
Ⅳ考察
(1)摂食・嚇下障害者をもつ家族は家族機能のうち問題解決機能、全般的機能が対照群に比べて有意に
低下していることが明らかとなった。このことは摂食・嚇下機能障害を伴うことより、本人だけではなく介護者
自身にも介護の負担を与え、さらに家族の健康機能を低下させていると考える。家族全体の健康を維持す
るためには、家族に対して摂食・嚇下機能障害に関する知識・技術の提供が必要であると考える。
(2) (1)の結果をもとに摂食・癖下機能障害と家族機能との因果関係を明らかにする目的で家族教育を行
ったところ、家族機能のうち問題解決機能、意思疎通、役割機能が改善することが明らかとなった。在宅の
摂食・癖下障害者をもつ家族の家族機能を維持・向上させるた酬こは主介護者に対して摂食・嚇下機能障
害の知識と介護技術の向上が必須であることを明らかにした。
Ⅴ総括
要介護者が摂食・嚇下障害を伴うことは家族機能を低下させることが明らかとなった。今後、在宅療養
の早期に家族に対して摂食・嚇下機能障害に関する教育が必要であり、継続した家族支援が必要で
あろう。
(備考) 1.研究の目的・方法・結果・考察
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